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○とかしき委員長 次に、山井和則君。 

○山井委員 質疑の時間をいただきまして、ありがとうございます。正午ぐらいまで質問をさせていただきたい

と思います。 

 また、大変お忙しい中、尾身分科会長にもお越しをいただきまして、大変ありがとうございます。（発言する者

あり） 

○とかしき委員長 また理事会で話しますので。済みません。 

○山井委員 分かりました。どうも済みません。いいです、いいです。ちょっと、何を言われたのか聞こえなかっ

たので。どうも済みませんでした。 

 それで、東京でも変異株が拡大しているということで、例えば、この変異株の割合が東京で増える中で、大阪の

調査では、重症化の率が、三月中旬では五％だったところが、結局、六倍の三〇％の方が重症化していると。非常

にこれは重症化のリスクが高まっているんですね。感染のリスクは高い、重症化はしやすい。重症化しやすいと

いうことは、致死率が高いということにもなるのではないかと思います。昨日も、新しいステージに入っている、

新しい局面に入っているということを尾身会長がおっしゃったということを聞いております。 

 前回の私との質疑で、配付資料三ページを見ていただきたいんですけれども、第三波、死者七千四百人、高齢者

施設の感染、二波までの約五倍と。これは第三波の話で、今、第四波が来ているんではないかということです。 

 前回の質疑の中で、尾身会長には、第四波は第三波よりも感染者が増えるんではないか、そういう答弁もいた

だきました。 

 ついては、本当に、変異株、私は深刻だと思っております。相当危機感を持たないとこれは大変なことになると

思います。 

 そこでお聞きしたいんですが、第三波は死者七千四百人ということでしたが、もし第四波ということが今後拡

大したら、死者は七千四百人以上、あるいは一万人以上になる、そういう危険性、可能性について、尾身会長、い

かが思われますでしょうか。 

○尾身参考人 委員おっしゃるように、変異株がだんだんと首都圏にも多くなっていますので、一部ではやはり

重症化にも少し、この変異株というのは既存株より強いものがあるということを考えると、最悪の場合は、感染

者も、それから重症化する方も多くなる可能性というのは当然あり得るので、そうならないように、しっかりし

た危機感を持ってこれから対策を取っていく必要があると思います。 

○山井委員 あえてお聞きしますが、感染者、重症者が増える可能性があるということは、死者の数も、この七千

四百人よりは増える可能性があるということですか。 

○尾身参考人 もちろん、一定の死亡者は当然出るということもあり得るんだと思います。 

○山井委員 そういう中で、東京都の蔓延防止策が決まりますが、私は、これは遅過ぎたんではないかなと思う

んですね。これは非常に、なぜかというと、変異株じゃなかったらここまで私も言いませんけれども、変異株は感

染力も重症化率も高いですし、釈迦に説法ですけれども、一旦入院したら長期入院になる傾向がある。その傾向

はもう大阪で明らかなんですね。その明らかに大阪で蔓延しているものが、先ほども言いましたように、東京で

どんどんどんどん増えてきているわけであります。 

 そこで、尾身会長にお伺いしたいと思いますが、東京都の蔓延防止措置、やはり少し遅過ぎたんじゃないでし

ょうか。 

○尾身参考人 この重点措置とか緊急事態宣言の、出す時期については当然いろんな意見があって、この日とか、

そう言うことはなかなか難しいと思います。 

 しかし、私は先日の国会でも申し上げましたように、東京都の場合は、今、変異株のことは当然、東京都でも問

題があります。それと、やはり東京がほかのところと随分違うのは、東京の特殊性というのは前から申し上げま

したけれども、感染のいろんな疫学情報を見てみますと、いわゆる今週先週比というのがありますよね。これが

実は東京は三週間以上連続して高くなっているという状況があります。それから、クラスターが多様化している



というのもあるし、それから、東京の人流ですよね、夜も含めた歓楽街の夜間の人口、人流というのはやはり多

い。 

 夜間の滞留人口が多いと、それに二、三週間のタイムラグがあって、かなり感染が増加するといういろんなデ

ータもありますので、そういう意味で、私は、このタイミングは、これ以上遅いということはあり得ない、今出す

というのは適切だと思いますし、これ以上前に出せるかどうか、そういう議論はあったと思いますけれども、こ

れ以上延ばす、遅らすというチョイスは全くないと思います。 

○山井委員 いや、大阪のときもそうなんですけれども、尾身会長が出すべきだと言ったのに、政府がちゅうち

ょして一週間遅れた。私は、この一週間はかなり後手後手になったと思います。蔓延防止措置というのは先手先

手で出すものなのに、今、尾身会長おっしゃったように、議論して議論して議論して、もうこれ以上待てない、も

うこれはピンチだ、そこまで来て出すんであれば、それはもう蔓延防止措置というよりは緊急事態宣言になりか

ねないと私は思います。 

 そういう意味では、このタイミング、私は遅かったんではないかと思いますし、何よりも、三月二十一日の解

除、その際に、蓮舫参議院議員が菅総理に対して、緊急事態宣言を解除して本当に大丈夫なんでしょうかという

ことを聞いたのに対して、菅総理は、そこは大丈夫だと思っている、こう答弁されているんですね。 

 でも、本当だったら、一日百とか二百に新規の感染者が下がってから解除すべきところを、例えば三月十九日

の時点では約三百人感染者がおられた。そういう段階で解除をして、結局、尾身会長、今リバウンドが来ているん

じゃないんですか。 

 私はなぜこういう質問をするのかというと、済んだことはいいじゃないか、そういう考え方もあるかもしれま

せんけれども、そんな軽い話じゃないと思いますよ。総理大臣が、多くの国民や多くの議員から、解除が早過ぎる

んじゃないのか、リバウンドするんじゃないんですかと聞いていて、そこは大丈夫だと思っていると。 

 尾身会長、やはりあの解除が早過ぎたんじゃないんですか。いかがですか。 

○尾身参考人 これは先ほど申しましたように、緊急事態宣言というものはなるべくそんなに長く出したくない

という思いがあってああいう結果になって、我々はそのときは、これは政府がそういうことで、了承を基本的に

はしましたけれども、むしろ、リバウンドというのは、緊急事態宣言を一週間遅くしようが早くしようが必ず出

てくるというのが我々の認識です。 

 したがって、緊急事態宣言や重点措置の、いつ解除するかということは非常に重要ですけれども、それと同時

に、あるいはそれ以上と言ってもいいかもしれませんけれども、リバウンドが起きる、起きても、いわゆる非常に

少ないレベルというか安定したレベルでいいですけれども、これが大きな山になるということがある、そういう

ことが分かったらすぐに打つという、そこが物すごく重要で、しかも、今委員がおっしゃるように、感染力も高く

なっている、ほぼ間違いないと思いますが。そうであればなおさら、解除した後にまた、少しは安定しますけれど

も、またすぐ上がるという傾向がある程度分かってきた場合には、この重点措置というのは、緊急事態宣言と違

って、なるべく機動的に先手を打ってやるというのがそもそもの考えですから。 

 私は、これからも、今日議論がありました、三県が加わりましたけれども、これがまさに加わったのは、諮問委

員会で了承して、最終的には対策本部、夕方やるので決まる可能性があると思いますけれども、ほかの都道府県

もこういうことが当然あるわけですから、非常に機動的にやるという、先手を打ってやるということ。 

 それから、一つ分科会として、昨日、大事な決定というか合意がありまして、分科会は、実は、それまで、去年

の段階ですよね、八月にステージの考えを出したときには、あのステージの考えというのは分科会が作った設計

図ですので、判断については分科会は何も言うべきではないというのが、この前の、去年の八月の、そういうたて

つけでしたけれども、昨日の分科会で正式に、これからプロフェッショナル集団として、当然、緊急事態宣言や重

点措置というのは国や自治体が、選挙で選ばれた人たちが決めるわけですけれども、今回は、分科会も、プロフェ

ッショナル集団として、判断については、我々の判断を公表するということに決まりましたので、昨日。 

 これからの新しいものには、我々としても、必要があれば我々の意見を政府や自治体の決定の前に申し上げる

ということはしようと思っております。 

○山井委員 それは大事なことだと思います。 



 やはり様々な政治的配慮で、結果的に後手後手になってしまっているという部分があると思うんですね。今回

の東京都の蔓延防止措置も、やはりこれは先手だと思う方はいないと思いますよ。もう変異株が入ってきて、ど

んどんどんどん増えていく、増えていくと分かっていて、今日に至ったわけです。 

 それで、尾身会長、東京は蔓延防止措置が決まりましたけれども、どういう状況になれば緊急事態宣言に切り

替えていきますか。といいますのは、私たちの認識では、感染が拡大する前の段階では蔓延防止措置だけれども、

感染がかなり蔓延したら、もうこれは緊急事態宣言に切り替えざるを得ないというふうに思うんです。 

 このまま蔓延防止措置だけで東京が終わるようには私は思えません。東京オリンピックのこともあるのかもし

れませんが、判断が遅れて結果的にコロナが長引けば、経済的な打撃ははるかにその方が大きいんです。経済を

守るためにも判断を後手後手にすべきではないと思います。ですから、様子を見ている間に後手後手になってき

ているんですよ、今までの過去、政府の取組は。だから言っているんです。 

 尾身会長、今、蔓延防止措置が東京は始まりました。じゃ、どういう状況になれば緊急事態宣言に切り替えます

か。 

○尾身参考人 どのような状況になったら緊急事態宣言に変えるかという委員の御質問の前に、私は、緊急事態

宣言であろうが蔓延防止重点措置であろうが、この非常に重要な時期に差しかかっている今、一体何をやるべき

かというのが物すごく重要で、それには一体何でこれが起きているのかという原因を分析しないといけないと思

います。 

 東京都についても、私は、やや一般論的に言いますと、今何が起きているかというと、いわゆるウイルスの密度

と言ったらいいかもしれませんが、そういうものが去年に比べて圧倒的に高くなっています。したがって、何を

やるべきかというのは、飲食店の時短ということはこれからも必要だと思います。しかし、私が強調させていた

だきたいのは、それはやるべきことの一つであって、それ以外に幾つか非常に重要なことがあります。 

 最も強調させていただきたいことは、今は、いわゆる我々が去年ずっと三密というようなことを言っていまし

たけれども、今、いろんな場所でいろんな人が動いて、我々は、いわゆるデパートで普通に買物してうつること

は、ほとんどそのリスクはないと思いますけれども、実は、今分かっていることは、いろんな場所で、あるショッ

ピングセンターで何かセレモニーがあるとか、個々のことはともかく、もう今日はあれしませんけれども、人が

一瞬、ディスタンスが非常に縮まって、グループが、このことが今いろんなところで起きている、飲食店以外に。 

 そうすると、何を一番、今、これは緊急事態宣言であろうが重点措置であろうが、人と人の接触をなるべく避け

るという、例の三密、ディスタンスですよね、これが非常に重要になっている。これは飲食店でのマスク会食が必

要だということと別ではなくて、それに加えて、その間隔ということが、実は国や知事に、県民あるいは都民に今

回重点措置という措置を出すときにこのことをしっかり言ってくれないと、これは緊急事態宣言を出そうが、重

点措置でも一緒です。もう新しいフェーズに入ったので、人々の行動自体が変わらない限り、ますます。 

 その前提としては、私は、政府と自治体が、やはり今までどおりでは駄目で、例えば重点検査というのがありま

すよね、高齢者施設での。これなんかももっと真剣に汗をかいてやるという姿勢を示さない限り駄目なので、そ

ういう意味では、私は、いつ緊急事態宣言に、解除するとかというよりも、今回、恐らく今日の対策本部でこの重

点措置が決まる。これを、重点措置か緊急事態宣言かよりも、何が今必要なのかということを、しっかりと国及び

知事が市民、都民、国民に訴えてやってもらう。だけれども、そのためには、国や自治体が今まで以上に、言葉だ

けではもう通じませんから、アクションが必要なので、それを是非やっていただきたいと思います。 

○山井委員 いや、尾身会長、申し訳ないんですけれども、やはり私の質問に答えていただきたいんですね。緊急

事態宣言を出す可能性は、当然東京もあるわけでしょう。どういう状況だったら出すんですか。 

 私は、心配しているのは、何か今の発言を聞いていたら、もう永遠に出さないんですか、何があっても。いや、

国民にとっては大きな違いですよ。蔓延防止措置、ああ、緊急事態宣言じゃないんだ、まだ大丈夫だと思います

よ、多くの国民は、当然。 

 ちょっと言葉尻を捉えるようで申し訳ないけれども、緊急事態宣言でも蔓延防止措置でもやるべきことは一緒

だとおっしゃるけれども、全く私はそう思いませんよ。国民にとっての最大のメッセージは、時短がどうだ、リモ

ートワークがどうかよりも、緊急事態宣言か蔓延防止措置かというのは非常に大きいですよ。そこで判断するん



ですよ。これは重要ですよ。そこは似たようなものだということにはなりませんよ、それは。 

 尾身会長、だから、ちょっと失礼なことを言ったかもしれませんけれども、お答えいただきたいのは、緊急事態

宣言、東京になるのは、どういうふうな状況になったらなるんですか。 

○尾身参考人 緊急事態宣言を出す可能性は、私はあると思います。出す条件というのは、一言で言えば、今の東

京の状況はステージ３になって、まだ４には少し、のところまではいっていませんけれども、いわゆる重点措置

が効果がなくて、都民がなかなか知事あるいは国の要請に応えられなくて、インパクトがない。そのことはいろ

んな指標で分かりますけれども、恐らく、一番すぐに分かるのは夜間の人流です。このことがちっとも減らない

というようなことが続けば、恐らく、どんどんどんどん感染は上がって、ステージ４に近づくようになる可能性

はありますね。そうなった場合には緊急事態宣言というのを考慮するというのは、私は当然だと思います。 

 そうならないように努力すべきだということを申し上げた。可能性としては、最悪のことを考えるのが危機管

理の要諦ですから、ステージ４ということが視野に入ってきたら、当然、検討すべきだと思います。 

○山井委員 おっしゃるとおりで、この配付資料にも、ステージ４、緊急事態宣言となっているんですね。という

ことは、これは非常に大事なことです、当たり前のことだけれども、再確認します。 

 ステージ４になると、緊急事態宣言なんです。今、そういう答弁でした。ということは、例えば、東京都の公表

した新規感染者数の試算では、一・五倍、今後、感染者が一週間で五〇％増加した場合は四月下旬に千人を超え

る、二〇％ずつの場合は五月中旬に千人を超える、一〇％ずつだったら六月中旬に千人を超える。しかし、変異株

が関西から入ってきますから、ドライブがかかっていく危険性があると思うんですね、ドライブ。 

 東京、一日千人を超えたら、やはりこれは緊急事態宣言の可能性は出てきますか、尾身会長。 

○尾身参考人 数を正確に何千、何百人になったらということは、なかなか私は言うことは難しいと思いますけ

れども、結局、このことは二つのファクターを考える必要があると思います。 

 感染が拡大するということを想定しているわけですけれども、そのスピードと、それから医療供給体制のバラ

ンスで、今、各都道府県、一生懸命、医療供給体制を強化しようと頑張っていますけれども、これは頑張っても限

度があります。これは民間の医療機関にもやってもらおうとかということで今一生懸命頑張っていますけれども、

あるいは大学病院もそうですけれども、これはある程度私は伸び代があると思いますけれども、それは無尽蔵に

はあり得ないので。 

 そういう意味では、感染の拡大のスピードというものが、最大限の、マキシマムのベッド確保のところに、ここ

をもう突き抜けてしまうような状況になったらば、そこにいく前の何週間前に対策を打たなければまたぞろ同じ

ことが起きますから、そういう意味では、非常に厳しい判断を私はする必要が出てくると思いますので、しかも、

今、変異株の問題があるので、これはかなりクリティカルな状況に我々は入っているという認識は、国民全員が

持つべきだと思っています。 

○山井委員 東京都の試算によると、千人を超える可能性が高いということなんですね。 

 そういう中で、念のために言いますが、私たちも経済は非常に重要だと思っています。でも、後手後手になって

コロナが長引いた方が、経済的損失ははるかに大きいんですね。だから先手で強い措置を打つべきだというふう

に私たちは考えています。 

 そこで、これは大阪のときにもお聞きしたんですけれども、もちろん、こういう蔓延防止措置とかの効果とい

うのは、普通に考えたら結果が出るのは二週間後ですよね、はっきり言って。ただ、二週間後まで待てないと思う

んですよ。今、尾身会長おっしゃったように、蔓延防止措置が東京で始まった、二週間の結果を見たらどんどん増

え続けていた、これでは効きません、緊急事態宣言あるいは蔓延防止措置をもう一か月延長します、もうそんな

後手後手の対応はできないと思うんです。 

 そこで、私からの提案なんですが、尾身会長もおっしゃったように、二週間待つことなく、先ほどおっしゃった

夜間の人流ですね、夜間の人流が増えたら、残念ながら感染が一テンポ遅れて拡大するのはほぼ確実なわけです

し、それに、変異株で今、加速度もかかっているということで、二週間を待たずして、夜間の人流を見る中で、こ

れは蔓延防止措置、それほど東京で効いていないなということが分かれば、やはり緊急事態宣言というものも選

択肢に入ってくるんではないかと思いますが、会長、いかがでしょうか。 



○尾身参考人 その他のいろんな指標がありますよね。疫学情報のＰＣＲの陽性率だとか先週今週比だとか、あ

るいは年齢別の、若い人が多いのか、そういうようないろんなことを今我々考えているわけですけれども、一番

直接的に早く分かるのは夜間の人流だと思います。 

 そういう意味で、今回、今日夕方、東京都のことが対策本部で決まって始まりますよね。そして、始まって、か

なり強い危機意識でいろいろ知事や総理や大臣が言っていただいて、それにどう都民が反応するかというのは、

非常に重要な、今、コロナ疲れというようなことがあって、みんなもう今の段階ではなるべく普通の生活に戻り

たい。今、特に年末年始、年末のあれですよね、そういうことで、新入社員が出張したり、いろんなことがあるの

で、そういう中での話ですから。 

 今回の場合は、政府のあれは、五月の十一日まで、連休までとにかくカバーしようと、東京都の場合はですね。

そういうことで、何とか委員が懸念されたようなことを防ごうという意図だと思います。しかし、それがうまく

功を奏さない、これはそんなに長く見る必要がないと思います。ある程度、この重点措置がインパクトがないか

あるのかというのは比較的早く分かって、そういうときには我々はプロとしての意見を申し上げるという気持ち

でおります。 

○山井委員 そこは是非急いでいただきたいと思います。 

 何でこんなことを言うかというと、一月の緊急事態宣言も遅過ぎた、その結果、菅総理は一か月で減りますと

言って、二か月以上かかったんですよ。それが今までの現状なんですね。今回も同じようになって、蔓延防止措置

はあったけれども効かなかった、五月の連休が明けても蔓延防止措置が解除できない、結局は緊急事態宣言だと、

後手後手後手になるような気がしてならないんですよ。変異株も来ているわけですから、これは。そこを私たち

は心配しているわけで。 

 そう考えたら、少し大阪の話に移りますが、大阪は昨日、九百五人でした。そして、今の人流、減ってはいます

けれども、まだまだ、まあまあ多いです。そういう状況では、そろそろ大阪も、緊急事態宣言、もうステージ４

に、この二ページにもありますが、多くの指標で近づいてきています、大阪は。変異株の割合ももう七割以上。緊

急事態宣言というものを検討すべきじゃないですか、大阪は。いかがですか。 

○尾身参考人 大阪の場合は、私は、かなり強い対策を打っていただいているので、今、その強い対策の効果が二

週間後ぐらいに出てくると思いますが、出てきても、感染はそんな急には下がりませんから、どんどんどんどん、

感染は当分続いていきます。そのスピードが、実は今、大阪でいろいろな対策を打って、医療のキャパシティーを

増やそうと。これが今、本当に増やしたキャパシティーでその感染の拡大を吸収できるかどうかということが、

非常に私は、今委員のおっしゃる緊急事態宣言を出すかどうかの判断だと思います。 

 そういう意味で、つい最近出したばかりで、これが本当に、先ほどから言っている人流に、人流という意味は、

つまり、人々の接触の機会がどのぐらい減るかによって、ちっとも減らない、あるいは思ったように減らないと

いうことであれば、当然、気がついたときには遅過ぎるということがあり得る。それが委員心配されていること

で、それは我々もそう思いますので、早めにこの判断をする時期が来るのではないかと私は思います。 

○山井委員 田村大臣に質問する前に、もう一問ちょっと尾身会長に聞きたいんですけれども、先ほど、自粛疲

れ、コロナ疲れという言葉がありました。それで、様々な取組を自治体も国もやるべきだと。 

 私は、今までからも議論しているんですけれども、一つは、この後、田村大臣にも要望しますけれども、やは

り、生活困窮者の方々約三千万人への十万円の給付金とか、あるいは、困っている飲食店のみならず、もう日本中

のお商売の方、中小企業が苦しんでいるわけですから、二回目の持続化給付金、これを七兆円規模でやるべきと

私たちも今、法案も出しております。 

 やはり、そういう経済的な個人や事業者への支援、経済的な支援や補償とセットで自粛をお願いしない限り、

経済的支援はほとんどやりません、補正予算もめどが立ちません、自粛してくださいと言ったって、それは私は

国民は聞かないと思いますよ、政府もやるべきことはあるんじゃないか、国民に我慢我慢ばかり言うなと。自殺

者も増えている、コロナ解雇も十万人に増えた、それに対して十分なことをせずに自粛自粛では、これは本当に

もたないと思うんです。 

 そこで、尾身会長にお聞きしたいのは、こういう、今から変異株と戦う、私たちが自粛なり行動変容をしないと



駄目な中で、やはりそこは経済的な支援とセットでないと国民も従わない、そういうふうに思われませんか。い

かがですか。 

○尾身参考人 一般も、このコロナで、日本の多くの人、ほとんど全ての人がいろんな苦しみを味わいましたよ

ね。経済的な苦しみを味わっている人が多いと思います。そういう意味では、私は、分科会でも政府にはきめの細

かい経済的な支援もお願いして、政府の方でもいろんなことをされて、随分、今回も、例えば飲食店に対しても規

模によって少し柔軟にするとか、いろいろやっていただいていると思います。 

 更に努力が必要だというのは、私はそう思います。経済支援が一つの、いわゆる感染対策だけじゃなくて、それ

が人々の納得感というものを得る、協力を得るために必要だというのは、私もそう思います。 

○山井委員 本当に、今、尾身会長がおっしゃったように、納得感なんですね。 

 もう国民もたまったものじゃないし、生活は苦しくなるし、いろいろ話を聞いたら、大学を中退した、一日二食

しか食べられない、一食しか食べられない、生理用品が買えない、国民はもう本当に苦しんでいるんです。それに

対して、上から目線で自粛自粛だけでは無理で、その代わりこういう支援をやりますということが必要で、そこ

で、田村大臣にお聞きしたいんですけれども。 

 田村大臣には子ども貧困議連の会長として頑張っていただいて、この度も低所得の家庭への給付金、一人五万

円をやっていただくのは非常に感謝をしておりますものの、先週もお願いしましたように、二人親家庭が、どう

いう要件の人が五万円が出るのかがまだ決まっておりませんから、当然、いつまでに支給されるかも分かってお

りません。 

 今、四月ですけれども、せめて夏までには、低所得の二人親家庭のお子さんにも五万円は出しますと。一人親家

庭は五万円、五月までというのは聞きました。一人親家庭は五月まで、二人親家庭も本来なら五月までなんです

よ。そこを、私も千歩譲って、めどが立たないと田村大臣が先週おっしゃったから千歩譲って、せめて夏までには

五万円出しますということをこの場で約束していただけませんか。 

 尾身先生はお帰りください。どうもありがとうございました。大変ありがとうございました。お忙しいところ。 

○とかしき委員長 尾身先生、御退席をお願いします。 

○田村国務大臣 経済というのは非常に重要な部分で、日々の生活を守るためのいろんな対応をしなければなら

ないということで、今般、閣僚会議等々で決定をさせていただいたわけであります。 

 ただ、一方で、先ほど来申し上げておりますとおり、経済だけではなくて、国民の皆様方がずっと閉じこもって

いるというわけにもいかない、店にも行きたい、その気持ちもよく分かります。それがストレスとなって、国民の

皆様方の精神衛生上いろんな影響が社会に出てくる。でありますから、どこかでは解除をしなきゃならない。し

かし、解除するとこれまた広がりますから。その難しいところを、ハンマー・アンド・ダンスなのか、私が言って

いるようにファイアベル・アンド・ダンスなのか分かりませんが、どう国民の皆様方に御理解いただきながらこ

れをうまくやっていくかというのが難しいところであります。 

 そして、今、委員からおっしゃられました、なるべく早くお手元にお届けをする、これは重要なことだと思いま

す。ただ、これは御承知のとおり、やるのは自治体でございますので、自治体の皆様方にやっていただくために

は、自治体の皆様方がやるための段取り、これをしっかりとつくらなければならないですし、そのために、限られ

ているアイテムしか今ないんですね、日本の国は、もう御承知のとおり。 

 でありますから、最も早い方法ではどういう方法でやるのか、そして、それが簡便で、自治体に負荷がかから

ず、間違いがなるべく少ない、こういう方法は何なのか、そういうことを今模索をしているわけでありまして、な

るべく早くお配りをしたいという気持ちは委員と同じではございますけれども、そのためにはどうすればいいの

かということを早急に検討させていただいて、もちろん、自治体の皆様方と話合いをさせていただく中において

決定をさせていただきたい。そして、それを基に自治体の皆様方が体制をおつくりをいただいて、その上で給付

をさせていただくということでございます。 

 今、いつかというのは、申し訳ございませんけれども、これはお答えできない。これは、間違ったことをお答え

して国民の皆様方に御迷惑をおかけするわけにはいきませんので、しっかりと自治体の皆様方が、この時期なら

配れるということが、自治体の方々に大体納得いくような形で御理解をいただければ、そのときにはまた御報告



をさせていただくということになろうと思います。 

○山井委員 だから、私たちは一月二十二日に子どもの貧困給付金法案を議員立法で提出したんですよ、一月二

十二日ですよ。今回の給付金も、子供の進学や進級にお金がかかるからという話でしょう。何でそれが、夏までに

配るということすらいまだに答弁できないんですか。余りにも後手後手過ぎる。 

 それに加えて、私たちは、今日も配付資料を入れておりますが、子育て家庭だけじゃなくて、困っている方は多

いですから、約三千万人の方に十万円の給付金を出してほしいというコロナ特別給付金法案もこの国会に提出し、

今、この委員会でも審議してくれとお願いしています。約三兆円、合計。 

 これも、今の話もそうだけれども、一月二十二日に私たちが提案したのが、夏までに出るかどうか分かりませ

ん。家庭崩壊しますよ。一家心中しますよ。遅過ぎるんです。だから、この法案も審議していただくなり、補正予

算に入れてもらって、全員とは言いませんよ、理想は全員に十万円と言いたいけれども、この生活困窮者、大幅減

収の、コロナで減収の方々の約三千万人、一人十万円、三兆円、こういうことを是非やっていただきたい。 

 これは人の命が懸かっていますから。田村大臣、いかがですか。 

○田村国務大臣 お子さんをお持ちの家庭、低所得者の方々に対しての五万円の給付金、これは決めさせていた

だきました。これは母子家庭、一人親家庭のみならず、父子家庭のみならず、お二方、両親がおられてもお配りを

させていただくということを決めました。 

 そういうこともありますので、総合支援資金、緊急小口資金があって……（山井委員「貸付けの話はいいです」

と呼ぶ）いや、貸付けなら、申し訳ありませんけれども無利子なので、目の前で必要になればお借りをいただい

て、その後、給付金が配られた後にお返しをいただければいい話でございますから。その点は本当に、御必要であ

れば使っていただかなきゃ困るんです、こちらとしては。 

 要らないと山井議員が勝手にお決めつけになられなくて、ちゃんとそういう御事情であるならば断られないと

思いますので、山井議員が御否定されるのではなくて、是非ともそういうものもお使いをいただきますようにお

願いいたします。 

 もし何かございますれば、また厚生労働省の方にお話をいただければ、我々もまた、いろんな形で各社会福祉

協議会の方にはお伝えをさせていただきたいというふうに思っておりますし、これはもう伝えておりますが、し

っかり対応したいというふうに思っております。 

○山井委員 いや、多くの方が自殺されていて、その自殺されている方の中にも、総合支援資金とか、申請して断

られている方は山のようにいるんですよ。だから言っているんですよ。いつまで言っているんですか、こちらが

給付金と言うのに、貸付け、貸付けと。断られている人がいっぱいいるんですよ。自殺がどんどん増えていきます

よ。いつまで言っているんですか。貸付けは否定しませんよ。無理な人も多いから、給付金ということをお願いし

ているんです。 

 次の質問に行きますけれども、休業支援金も、残念ながら、去年四月からずっとと言ったけれども、それができ

ていないために、なかなか大企業の方の申請が伸びないんです。 

 それで、大企業の申請は、一か月、申請からたちましたけれども、何件ですかという質問と、もう一つ、今、田

村大臣、本当に深刻なのは、やっと休業支援金を申請したら、いや、あなたは七月にもう解雇していますよ、あな

たは十二月に雇い止めしていますよ、休業支援金は出せませんよというケースが続出しているんですよ。 

 田村大臣、本人に一言も言わずに、勝手に解雇しています、勝手に雇い止めしています、それを理由に休業支援

金不支給というのは駄目だということを、労働局や、あるいは私たちとともに作ったリーフレットに書いてもら

えませんか。もし本人に何も言わず解雇、雇い止めをすることが可能であったら、休業支援金なんか申し込んだ

って、これはもらえるはずがないじゃないですか。それはあんまりでしょう。本人が知らない間に解雇や雇い止

めをしたという理由で休業支援金の不支給ということは駄目だ。このことは重要ですから、是非、リーフレット

や、労働局に周知してほしいと思います。 

 この二点、いかがでしょうか。 

○田村国務大臣 緊急小口資金って、私、総合貸付資金のことを言っていて、緊急小口支援金のことはちょっと、

緊急小口じゃないや、休業支援金のこと、これはちょっと申し上げていなかったんですが。 



 休業支援金に関して、今、多分シフトのことだと思うんですよね。シフト若しくは日々雇用等々だと思うんで

すが、これは雇用形態がどうであるかということが重要であって、どういう、日々雇用、明確に日々で終わる、例

えば、元々、日々雇用若しくはシフトというのは、仕事があるときだけやるというような、そういう形態が本来の

シフトでありますとか日々雇用であります。 

 でありますから、雇用形態がそうであれば、それは雇い止めというか、契約がないわけでありますから、なけれ

ばそれで終わりというのが、それは、後は失業手当等々に入っていくというのが本来であります。 

 問題は、期待権があるかどうかということでございますので、そこは雇用形態がどうなっているか、契約上ど

うなっているかというところで個々に判断しますので、これは安定的に常に毎月毎月仕事が入っていて、そこに

期待権が生まれるというような形であるならば、そこに関しては対象になるかも分かりませんし、本来の意味で

の日々雇用、シフトという形で、仕事があったときだけは雇う、お互いの契約の下に、ということであれば、それ

は雇い止めというよりかは契約終了という話でございますから、それぞれの形態で判断をさせていただくという

ことになろうと思います。 

○山井委員 答弁漏れですが、大企業はどれぐらい申請されているか、支給されているか。 

○とかしき委員長 田村厚生労働大臣、申合せの時間が経過しておりますので、答弁は簡潔にお願いいたします。 

○田村国務大臣 大企業で働くシフト制労働者からの申請、これは一万七十四件ということで、三月十八日時点

の数字でございます。 

○山井委員 もう終わりますが、同じ期間、中小企業の方は十万以上ですから、たった八％ぐらいで、本当に大企

業の非正規は申請が進んでいないんです、今まで言った様々な理由で。それで、そういうものがもらえなくて、家

庭崩壊、進学断念、大学中退、自殺されている方も残念ながらおられます。 

 田村大臣に申し上げますが、ちょっと田村大臣の認識、私は間違っていると思います。なぜならば、そういう議

論があったから、十月三十日のリーフレットを出して、日々雇用やシフトの契約が曖昧な人にも休業支援金を出

しますよというリーフレットを厚労省が出してくださったわけですよ、今みたいな議論があったから。 

 だから、今回の大企業の非正規の休業支援金も…… 

○とかしき委員長 申合せの時間が経過しておりますので、簡潔にお願いします。 

○山井委員 シフトは対象ですとなっているわけですからね。そこを踏まえてちゃんと、田村大臣、言っていた

だかないと、そもそもシフトは契約が切れているから休業支援金の対象にならないと言ったら、今までやってき

たことを全部ひっくり返すことになりかねませんから、そこはきっちりとまた精査をしてください。 

 ありがとうございました。 


